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【資料６】
子ども家庭福祉の認定資格取得者に求められる
専門性等について



子ども家庭福祉の認定資格について
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子ども家庭福祉の新たな認定資格については、「児童福祉法等の一部を改正する法律

（令和４年法律第６６号）」において以下のように定義されている。

○児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（抄）

第十三条 （略）

② （略）

③ 児童福祉司は、都道府県知事の補助機関である職員とし、次の各号のいずれか

に該当する者のうちから、任用しなければならない。

一 児童虐待を受けた児童の保護その他児童の福祉に関する専門的な対応を要す

る事項について、児童及びその保護者に対する相談及び必要な指導等を通じて

的確な支援を実施できる十分な知識及び技術を有する者として内閣府令で定め

るもの

二～九 （略）

④～⑩ （略）



子ども家庭福祉分野における相談、指導等について②
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新たな認定資格取得者が勤務する先として主に想定される施設等について、具体的な役割や職員の業務内容は

以下のとおり。

主な職務内容

児童相談所

・子ども、保護者等から子どもの福祉に関する相談に応じ、必要な調査等を実施した上で、
必要な支援や指導等を行う。

・必要に応じ、一時保護や入所措置等を実施する。
・子ども、保護者等の関係調整（家族療法など）を行う。

市区町村
（子ども家庭総合
支援拠点）（※）

・子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子どもやその家庭に対する相談
全般から通所・在宅支援を中心としたより専門的な相談対応や必要な調査、訪問等によ
る継続的なソーシャルワーク業務までを行う。

児童福祉施設
（児童養護施設、
乳児院等）

・被虐待児童等を養護し、また退所した者に対する相談等の自立のための援助を行う。
（児童福祉法第41条）

（※） 令和６年４月から施行する児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 6 6号）においては、市区町村
において①子ども家庭総合支援拠点及び母子健康包括支援センターにおける、児童やその保護者等への相談支援等
を一体的に行う「こども家庭センター」の設置や②児童やその保護者等が気軽に相談できる子育て世帯の身近な
相談機関である「地域子育て相談機関」の整備に努めることが定められており、

これらの機関においても新たな認定資格の取得者に勤務いただくことを想定。



児童相談所の業務について
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市区町村（子ども家庭総合支援拠点）の業務について
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○児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）
第１０条の２ 市町村は、前条第一項各号に掲げる業務を行うに当たり、児童及び妊産婦の福祉に関し、実情の

把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その他の必要な支援を行うための拠点の
整備に努めなければならない。

○市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置運営等について
（平成29年３月31日付 雇児発0331第49号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）（抄）

１．趣旨・目的
市区町村は、すべての子どもの権利を擁護するために、子どもの最も身近な場所における子どもの福祉に関す

る支援等に係る業務を行うことが役割・責務とされていることを踏まえ、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象
に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅支援を中心としたより専門的な相談対応や必要な調
査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までを行うことが求められている。このため、市区町村は、地
域のリソースや必要なサービスと有機的につないでいくソーシャルワークを中心とした機能を担う拠点（市区町
村子ども家庭総合支援拠点。以下「支援拠点」という。）の設置に努めるものとする。

４．業務内容
市区町村（支援拠点）は、コミュニティを基盤にしたソーシャルワークの機能を担い、すべての子どもとその

家庭及び妊産婦等を対象として、その福祉に関し必要な支援に係る業務全般を行う。また、その支援に当たって
は、子どもの自立を保障する観点から、妊娠期（胎児期）から子どもの社会的自立に至るまでの包括的・継続的
な支援に努める。さらに、（中略）要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等への支援業務について強化を
図る。



児童福祉施設の業務について
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※「児童養護施設運営ハンドブック」（平成26年3月）（厚生労働省雇用均等･児童家庭局家庭福祉課）より抜粋



子ども家庭福祉の認定資格取得者に求められる専門性について（案）
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○ 子ども家庭福祉の新たな認定資格は、

・ 子どもの一時保護等の迅速性・適切性等が求められる児童相談所における業務の他、

・ 市区町村（子ども家庭総合支援拠点等）や児童福祉施設等における相談援助業務

等に適切に対応することができる能力を有すると客観的に認められる者が取得するもの。

○ この点を踏まえれば、資格取得者に求められる専門性としては、主に以下１．～３．のようなものが考えられるのではないか。

○ なお、新たな認定資格の取得にあたり、子ども家庭福祉分野の相談援助の実務経験４年を求めていることを踏まえれば、資格取得者

に求められる専門性の程度としては、相談援助業務を行う現場職員が初歩的に習得する内容と、解決困難事例への対応や指導的役割を

担う職員が習得する内容の中間程度（児童福祉司について言えば、児童福祉司任用後研修と児童福祉司スーパーバイザー研修の中間程

度）のものを想定してはどうか。

１ ．子育て家庭等に対する適切なソーシャルワークを行う能力
○ 子どもや保護者等に対して相談援助等を行うに当たっては、対象者の状態等の十分な理解やコミュニケーション能力に加え、状況に応じ
て介入的な対応も行うことができる能力が求められる。

○ このため、人権や社会正義、多様性の尊重等の価値等のソーシャルワークの基本的理念や、面接とニーズ把握等の基礎的な能力に加え、
迅速かつ適切な子どもの安全確保を目的とした介入的ソーシャルワークのノウハウを有することが客観的に担保されるようなものとする。

２．子どもの発達等に対する理解
○ 子どもに関する様々な相談援助等を行うに当たっては、年齢や障害・疾病等を考慮した、子どもが育つうえで必要な基本的なニーズにつ
いての適切な理解が求められる。

○ このため、子どもの発達等に関して適切に理解していることが客観的に担保されるようなものとする。

３．支援に際して必要な関連制度等に関する理解
○ 子どもや保護者等に対して相談援助等を行うに当たっては、一時保護等の措置の実施や子育て支援策の提供を念頭に対応する必要がある
ことに加え、障害福祉・貧困・保健医療といった関連分野との適切で効果的な連携や協働等を行うことが求められる。

○ このため、児童福祉制度や関連する福祉制度等に関して、相談援助等に求められる実践的な運用と理解が客観的に担保されるようなもの
とする。


